
新潟市未成年後見人支援事業実施要綱

 （趣旨）

第１条 この要綱は，新潟市児童相談所が支援を行う児童等（児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号）第６条の２第１項に規定する児童等をいう。以下同じ。）について，その

未成年後見人に係る報酬等の全部又は一部を助成することにより，未成年後見人の確保

を図るとともに，費用負担が困難な児童等の日常生活の支援や福祉の向上に資すること

を目的とし，新潟市未成年後見人支援事業（以下「本事業」という。）の実施に関し，必

要な事項を定めるものとする。

 （事業内容）

第２条 本事業における事業内容は，次のとおりとする。

 （１） 未成年後見人が未成年被後見人となる児童等（以下「未成年被後見人」という。）

から受け取るべき報酬額の全部又は一部を助成すること（以下「報酬助成」という。）。

 （２） 未成年後見人及び未成年被後見人が加入する保険（公益社団法人日本社会福祉

士会（以下「日本社会福祉士会」という。）が運営する未成年後見人支援補償制度に

係る未成年後見業務賠償責任保険及び普通傷害保険に限る。）に係る保険料を助成す

ること（以下「保険料助成」という。）。

 （助成対象）

第３条 報酬助成及び保険料助成の対象となる未成年後見人は，児童福祉法第３３条の８

の規定に基づく新潟市児童相談所長の請求により家庭裁判所が選任した未成年後見人又

は新潟市児童相談所長以外の者の請求により家庭裁判所が選任した未成年後見人若しく

は家庭裁判所の職権により選任された未成年後見人（ただし，新潟市児童相談所長以

外の者が選任の請求を行い選任された未成年後見人及び家庭裁判所の職権により選

任された未成年後見人については，新潟市児童相談所長が選任請求を行う場合に準じる

状況にあると新潟市児童相談所長が認める児童等に係る未成年後見人に限る。） であり，

かつ，次に掲げる事項を全て満たしているものとする。

 （１） 未成年被後見人の現金，預貯金，有価証券，不動産その他の資産の評価額の合

計が１，７００万円未満であること。

 （２） 未成年後見人が未成年被後見人の親族（民法（明治２９年法律第８９号）第７

２５条に規定する者をいう。以下同じ。）以外の者であること。

（３） 未成年被後見人が児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により措置されてい

る場合において，未成年後見人が当該未成年被後見人の入所している児童福祉施設

を運営する法人若しくは当該法人の役職員又は委託されている里親ではないこと。

２ 前項において，新潟市児童相談所長が請求を行う場合に準じる状況にあると新潟市児

童相談所長が認める児童等とは，次の各号のいずれにも該当する児童等をいう。  

（１） 新潟市児童相談所が把握している児童等であること。  



（２） 保護者（児童福祉法第６条に規定する保護者をいう。以下同じ。）のない児童

等又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童等であること。  

（３） 親族が監護・養育能力及び財産管理能力の全部又は一部を欠くため，親族以

外の者を未成年後見人として選任せざるを得ない状況（親族以外の者が親族未成

年後見人と共同で未成年後見人に選任されている場合を含む。）にある児童等で

あること。 

（助成金額）

第４条 本事業における助成金額は，次のとおりとする。

 （１） 報酬助成 家庭裁判所が決定する報酬額の範囲内において，未成年後見人１人

につき，未成年被後見人１人あたり月額２０，０００円を上限とする。

 （２） 保険料助成 第２条第２号に規定する保険に係る保険料の全額とする。

 （助成対象期間）

第５条 報酬助成及び保険料助成の対象期間は，未成年被後見人が２０歳に到達する日の

前日までとする。

 （報酬助成の申請及び決定）

第６条 未成年後見人は，報酬助成を受けようとするときは，「報酬助成申請書」（第１号

様式）に次に掲げる書類を添付し，新潟市児童相談所を経由して市長に申請するものと

する。      

 （１） 「資産状況届出書」（第２号様式）

（２） 「資産状況等に関する調査同意書」（第３号様式）

（３） 家庭裁判所に提出した未成年被後見人に係る財産目録及び添付書類の写しその

他届出日又は基準日現在の資産の評価額を確認できる資料

２ 市長は，前項の規定による申請があったときは，その内容を審査し，報酬助成を行う

か否かを決定した上，「報酬助成（決定・却下）通知書」（第４号様式）により，決定の

内容を未成年後見人に通知するものとする。

 （報酬助成金の支払）

第７条 前条第２項の規定による報酬助成決定を受けた未成年後見人は，報酬助成金の支

払を受けようとするときは，「報酬助成金支払請求書」（第５号様式）に報酬付与の審判

書の写しを添付し，新潟市児童相談所を経由して市長に請求するものとする。

２ 報酬助成金の支払は，未成年後見人が指定する金融機関口座（未成年後見人名義のも

のに限る。）に振り込む方法により行うものとする。

 （保険料助成の申請及び決定）

第８条 未成年後見人は，保険料助成を受けようとするときは，「保険料助成申請書」（第



６号様式）に所定の未成年後見人補償制度加入依頼書を添付し，新潟市児童相談所を経

由して市長に申請するものとする。

２ 市長は，前項の規定による申請があったときは，その内容を審査し，保険料助成を行

うか否かを決定した上，「保険料助成（決定・却下）通知書」（第７号様式）により，決

定の内容を未成年後見人に通知するものとする。

 （保険料助成金の支払等）

第９条 市長は，前条第２項の規定により保険料助成決定をしたときは，日本社会福祉士

会に対し，前条第１項の未成年後見人補償制度加入依頼書を提出し，日本社会福祉士会

の指定する方法により，保険料助成金を支払うものとする。

２ 市長は，保険料助成金の支払後に日本社会福祉士会より送付される加入者証を受領し

たときは，これを速やかに未成年後見人に送付するものとする。

 （事故等の発生報告）

第１０条 保険料助成を受けている未成年後見人又は未成年被後見人は，事故等の発生に

より保険金の支払を求めようとするときは，所定の事故報告書に必要事項を記入し，新

潟市児童相談所を経由して市長に提出するものとする。

 （助成の継続）

第１１条 未成年後見人は，報酬助成を翌年度も継続して受けようとするときは，毎年４

月１日から５月末日までの間に，第６条第１項に規定する方法により，市長に申請する

ものとする。

２ 未成年後見人は，保険料助成を翌年度も継続して受けようとするときは，毎年３月１

日から３月１５日までの間に，第８条第１項に規定する方法により，市長に申請するも

のとする。

 （状況の確認）

第１２条 新潟市児童相談所長は，１年に１回以上，未成年後見人及び未成年被後見人の

状況を確認するものとする。

２ 新潟市児童相談所長は，前項の確認のために必要があると認めるときは，未成年後見

人に対し，報告又は資料の提出その他必要な協力を求めることができる。

 （未成年後見人の報告義務）

第１３条 未成年後見人は，次に掲げるいずれかの事由が生じたときは，「状況変更報告書」

（第８号様式）に必要書類を添付し，速やかに，新潟市児童相談所を経由して市長に報

告しなければならない。

 （１） 未成年後見人が辞任し，又は解任されたとき。

 （２） 未成年被後見人が成年に達し，婚姻し，又は死亡したとき。



 （３） 未成年被後見人の有する資産の評価額の合計が１，７００万円以上となったと

き。

 （４） 未成年後見人が未成年被後見人を養子とする養子縁組をしたとき。

 （５） 前２号に定めるもののほか，未成年後見人が第３条に規定する助成対象に該当

しなくなったとき。

 （６） 未成年後見人又は未成年被後見人が住所又は氏名を変更したとき。

 （助成の終了）

第１４条 前条第１号から第５号までのいずれかの事由が生じたときは，報酬助成及び保

険料助成は終了するものとする。

２ 報酬助成及び保険料助成が終了したときは，市長は，「助成終了通知書」（第９号様式）

により，未成年後見人に通知するものとする。

 （譲渡等の禁止）

第１５条 報酬助成及び保険料助成を受ける権利は，これを譲渡し又は担保に供してはな

らない。

（助成金の返還）

第１６条 市長は，未成年後見人が虚りその他不正な手段により報酬助成又は保険料助成

を受けたことが明らかになったときは，報酬助成決定及び保険料助成決定を取り消した

上，未成年後見人に対し，既に支払った報酬助成金及び保険料助成金相当額の全部又は

一部の返還を請求することができる。

２ 市長は，報酬助成金又は保険料助成金の支払後において，第１３条第１号から第５号

までのいずれかの事由が生じていたことが明らかになったときは，未成年後見人に対し，

当該事由発生後に支払った報酬助成金及び保険料助成金相当額の全部又は一部の返還を

請求することができる。

 （その他）

第１７条 この要綱に定めるもののほか，本事業の実施について必要な事項は別に定める。

附 則

 （施行期日）

１ この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この要綱の施行日前に改正前の新潟市未成年後見人支援事業実施要綱の規定により行

った手続その他の行為は，この要綱の相当規定により行った手続その他の行為とみなす。

   附 則

  この要綱は，令和２年４月１日から施行する。



新潟市未成年後見人支援事業用

第１号様式（第６条第１項）

 年   月   日

報酬助成申請書

（申請先）

 新 潟 市 長

未成年後見人 氏名              印

住所               

電話番号             

 新潟市未成年後見人支援事業実施要項に定める助成対象に該当することから，必要書類を

添付し，次のとおり，報酬助成を申請します。

未成年

被後見人

氏  名

生年月日        年  月  日 生

住  所
〒   －    

申    請    額 年額             円

助 成 対 象 期 間
年   月   日から

年   月   日まで

未成年後見人の選任日 年   月   日から

新潟市児童相談所長が請求

を行う場合に準じる状況に

あること

（新潟市児童相談所長以外

の者の請求により未成年後

見人が選任された場合の

み）

□ 未成年後見人の選任請求時点において新潟市児童相談所が把

握している児童等であること。  

具体的事情：                      

□ 保護者のない児童等又は保護者に監護させることが不適当で

あると認められる児童等であること。  

具体的事情                       

□ 親族が監護養育能力に欠けるため，親族以外の者を未成年後

見人として選任せざるを得ない状況にある児童等であること。

具体的事情                      

＜添付書類＞

  ・資産状況届出書（第２号様式）

  ・資産状況等調査同意書（第３号様式）

・家庭裁判所に提出した未成年被後見人に係る財産目録及び添付書類の写しその他届出

日又は基準日現在の資産の評価額を確認できる資料



新潟市未成年後見人支援事業用

第２号様式（第６条第１項）

年   月   日

資産状況届出書

（届出先）

 新 潟 市 長

未成年後見人 氏名              印

住所               

電話番号             

未成年被後見人 氏名               

新潟市未成年後見人支援事業に係る報酬助成の申請を行うため，次のとおり，未成年被後

見人の資産状況を届け出ます。 

資
産
の
内
訳

現金     （基準日    年  月  日）               円

預貯金    （基準日    年  月  日）               円

有価証券   （基準日    年  月  日）               円

不動産    （基準日    年  月  日）               円

その他の資産 （基準日    年  月  日）               円

資産の合計               円



第３号様式（第６条第１項）

年   月   日

資産状況等に関する調査同意書

（届出先）

 新 潟 市 長

未成年後見人 氏名             印

住所              

電話番号            

未成年被後見人 氏名             印

住所              

 未成年後見人が届け出た未成年被後見人の資産状況の内容に関し，新潟市未成年後見人

支援事業に係る助成対象該当性の確認に必要な範囲において，関係機関等に調査を行うこ

と及び本同意書を開示することについて，同意します。



第４号様式（第６条第 2 項）

    第     号

年   月   日

報酬助成（決定・却下）通知書

未成年後見人

             様

新 潟 市 長   印

   年   月   日付けで申請のあった新潟市未成年後見人支援事業に係る報酬助

成について，次のとおり（決定・却下）しましたので，通知します。

決定の内容 報酬助成決定 ・ 報酬助成却下

助成金額                     円

助成対象期間 年  月  日から    年  月  日まで

未

成

年

被

後

見

人

氏 名

生年月日 年   月   日 生

住 所
〒   －

備考

※未成年後見人は，未成年被後見人の資産状況等に変更があったときは，速やかに状況

変更報告書（第８号様式）により報告してください。



第５号様式（第７条第 1 項）

年   月   日

報酬助成金支払請求書

（請求先）

 新 潟 市 長

未成年後見人 氏名             印

住所              

電話番号            

未成年被後見人 氏名              

報酬助成決定通知書（    年  月  日新児相家第   号）に基づく報酬助成

金を次のとおり請求します。

請求金額                    円

助成対象期間     年   月   日から    年   月   日まで

報酬助成金の

振込口座

金融機関名

支店名

口座種別   普通預金 ・ 当座預金

口座番号

口座名義人

（ﾌﾘｶﾞﾅ）

※報酬助成金の振込口座は，未成年後見人名義の金融機関口座としてください。

  ＜添付書類＞

・報酬付与の審判書の写し



第６号様式（第８条第１項）

年   月   日

保険料助成申請書

（申請先）

 新 潟 市 長

未成年後見人 氏名              印

住所               

電話番号             

 新潟市未成年後見人支援事業実施要綱に定める助成対象に該当することから，必要書類を

添付し，次のとおり，保険料助成を申請します。

未成年

被後見人

氏  名

生年月日        年  月  日 生

住  所
〒   －    

未成年後見人の選任日       年   月   日から

新潟市児童相談所長が請求

を行う場合に準じる状況に

あること

（新潟市児童相談所長以外

の者の請求により未成年後

見人が選任された場合の

み）

□ 未成年後見人の選任請求時点において新潟市児童相談所が

把握している児童等であること。  

具体的事情：                      

□ 保護者のない児童等又は保護者に監護させることが不適当

であると認められる児童等であること。  

具体的事情                       

□ 親族が監護養育能力に欠けるため，親族以外の者を未成年後

見人として選任せざるを得ない状況にある児童等であること。

具体的事情                      

＜添付書類＞

 ・未成年後見人補償制度加入依頼書



第７号様式（第８条第２項）

第     号

年   月   日

保険料助成（決定・却下）通知書

未成年後見人

             様

新 潟 市 長   印

     年  月  日付けで申請のあった新潟市未成年後見人支援事業に係る保険料

助成について，次のとおり（決定・却下）しましたので，通知します。

決定の内容 保険料助成決定・保険料助成却下

未

成

年

被

後

見

人

氏 名

生年月日

住 所 〒   －

備考

※未成年後見人は，未成年被後見人の資産状況等に変更があったときは，速やかに状況

変更報告書（第８号様式）により報告してください。



新潟市未成年後見人支援事業用

第８号様式（第１３条）

年   月   日

状況変更報告書

（届出先）

 新 潟 市 長

未成年後見人 氏名             印

住所              

電話番号            

未成年被後見人 氏名              

 新潟市未成年後見人支援事業実施要項第１３条各号に規定する事由が生じましたので，次

のとおり報告します。

事由発生年月日       年   月   日

発生事由の内容

◆ 未成年被後見人の資産状況（資産状況に変更がある場合のみ記載ください。）

＜添付書類＞

 ・事由発生年月日を確認できる資料等

資
産
の
内
訳

現金    （基準日    年  月  日）               円

預貯金   （基準日    年  月  日）               円

有価証券  （基準日    年  月  日）               円

不動産   （基準日    年  月  日）               円

その他の資産（基準日    年  月  日）               円

資産の合計               円



第９号様式（第１４条第２項）

第     号

年   月   日

助成終了通知書

未成年後見人

            様

新 潟 市 長   印

報酬助成及び保険料助成が終了しましたので，次のとおり，通知します。

終了日        年  月  日

終了事由

未

成

年

被

後

見

人

氏 名

生年月日        年  月  日 生

住 所

〒   －


